
２０２４年２月の
参考銘柄

●クラウドストライク・ホールディングス（CRWD：NASDAQ $ 302.11）

次世代サイバーセキュリティ企業。エンドポイント・セキュリティに強み。人口知能(ＡＩ)とクラウ
ドサービスを活用し、サイバー攻撃に対処する技術やサービスを提供する。

●データドッグ（DDOG：NSDAQ $ 129.18）

クラウド監視サービス企業。業務のデジタル化や在宅勤務への対応といったIT（情報技術）需要の増
加を追い風に業績を伸ばす。2022年末時点で約2万3200社の顧客を擁する。

●ユナイテッド・ヘルス・グループ（UNH：NYSE $ 510.67）

米国の医療保険最大手。23年12月期も医療保険がメディケア、メディケイド軸に好調持続。
オプタムは合併したチェンジが通期貢献。投資コストなどこなして純利益拡大。

＜参考銘柄＞
GEヘルスケア・テクノロジーズ（GEHC：NASDAQ $ 81.96）ＡＭＤ（AMD：NASDAQ $ 167.88）
マイクロソフト（MSFT：NASDAQ $ 405.49）アップル（AAPL：NASDAQ $ 189.30）
テスラ（TSLA：NASDAQ $ 185.10）

●富士通（6702：プライム 100株 23,150円 約233万円）

ＩＴサービス市場で国内シェア首位。金融、流通、製造など幅広い分野の企業や官公庁向けに事業を
展開しＩＴ・ＤＸ関連事業への集中を進めている。今期3月末に1：10の分割を発表。

●イオン（8267：プライム 100株 3,546円 約36万円）

国内流通2強の一角、総合スーパー（GMS）中心。M&Aで成長。営業増益幅拡大。25年2月期も食品中心
に販売好調で営業増益予想。優待の株主優待カードのキャッシュバックも魅力。

●村田製作所（6981：プライム 100株 3,040円 約31万円）

電子部品大手。世界首位の積層セラミックコンデンサー（MLCC）が柱。海外売上が大半。タイ新工場
でMLCC量産が23年11月開始。主力のスマホ向けに加え、25年3月期は車載用が牽引。

＜参考銘柄＞
ファナック（6954：PRM 3,964円 約40万円）東光高岳（6617：PRM 2,354円 約24万円）
レーザーテック（6920：PRM 39,720円 約400万円）信越化学工業（4063：PRM 5,796円 約58万円）
デンソー（6902：PRM 2,442円 約25万円）

●インド株式ファンド（カレラアセットマネジメント）
主としてインドあるいはその他の金融商品取引所等に上場しているインドの企業の株式、預託

証券等に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

●ダイワ・グローバルIoT関連株ファンド －AI新時代－
世界のIoT関連企業の株式に投資し、信託財産の成長をめざします。

※ 交付目論見書の表紙を同封します。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。

※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2024年2月6日終値

2024年2月6日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から
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※ 目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

現地委託取引の際の国内取次手数料（消費税込）

約定代金が2.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が2.5万円以上の場合・ ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用：外国取引にかかる現地諸費用（SEC Fee 等）の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の１１％

約定代金の１．２％×１．１（最低2,750円）

※
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